
村山富市内閣 

1995 年（平成 7 年）8 月 15 日「戦後 50 周年の終戦記念日にあたって」（村山談話、全文）  

 先の大戦が終わりを告げてから、50 年の歳月が流れました。今、あらためて、あの戦争によって犠牲となら

れた内外の多くの人々に思いを馳せるとき、万感胸に迫るものがあります。 

 敗戦後、日本は、あの焼け野原から、幾多の困難を乗りこえて、今日の平和と繁栄を築いてまいりました。

このことは私たちの誇りであり、そのために注がれた国民の皆様 1 人 1 人の英知とたゆみない努力に、私は心

から敬意の念を表わすものであります。ここに至るまで、米国をはじめ、世界の国々から寄せられた支援と協

力に対し、あらためて深甚な謝意を表明いたします。また、アジア太平洋近隣諸国、米国、さらには欧州諸国

との間に今日のような友好関係を築き上げるに至ったことを、心から喜びたいと思います。 

 平和で豊かな日本となった今日、私たちはややもすればこの平和の尊さ、有難さを忘れがちになります。私

たちは過去のあやまちを 2 度と繰り返すことのないよう、戦争の悲惨さを若い世代に語り伝えていかなければ

なりません。とくに近隣諸国の人々と手を携えて、アジア太平洋地域ひいては世界の平和を確かなものとして

いくためには、なによりも、これらの諸国との間に深い理解と信頼にもとづいた関係を培っていくことが不可

欠と考えます。政府は、この考えにもとづき、特に近現代における日本と近隣アジア諸国との関係にかかわる

歴史研究を支援し、各国との交流の飛躍的な拡大をはかるために、この 2 つを柱とした平和友好交流事業を展

開しております。また、現在取り組んでいる戦後処理問題についても、わが国とこれらの国々との信頼関係を

一層強化するため、私は、ひき続き誠実に対応してまいります。 

 いま、戦後 50 周年の節目に当たり、われわれが銘記すべきことは、来し方を訪ねて歴史の教訓に学び、未来

を望んで、人類社会の平和と繁栄への道を誤らないことであります。 

 わが国は、遠くない過去の一時期、国策を誤り、戦争への道を歩んで国民を存亡の危機に陥れ、植民地支配

と侵略によって、多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対して多大の損害と苦痛を与えました。私は、未

来に誤ち無からしめんとするが故に、疑うべくもないこの歴史の事実を謙虚に受け止め、ここにあらためて痛

切な反省の意を表し、心からのお詫びの気持ちを表明いたします。また、この歴史がもたらした内外すべての

犠牲者に深い哀悼の念を捧げます。 

 敗戦の日から 50 周年を迎えた今日、わが国は、深い反省に立ち、独善的なナショナリズムを排し、責任ある

国際社会の一員として国際協調を促進し、それを通じて、平和の理念と民主主義とを押し広めていかなければ

なりません。同時に、わが国は、唯一の被爆国としての体験を踏まえて、核兵器の究極の廃絶を目指し、核不

拡散体制の強化など、国際的な軍縮を積極的に推進していくことが肝要であります。これこそ、過去に対する

つぐないとなり、犠牲となられた方々の御霊を鎮めるゆえんとなると、私は信じております。 

 「杖るは信に如くは莫し」と申します。この記念すべき時に当たり、信義を施政の根幹とすることを内外に

表明し、私の誓いの言葉といたします。  

 

橋本内閣 

1996 年（平成 8 年）1 月 24 日、橋本龍太郎内閣総理大臣は、衆議院本会議の代表質問において本談話の今

後の取り扱いを問われ、本談話の意義を踏まえて対アジア外交を進めていく旨、答弁した。 

 

小渕恵三内閣 

1998 年（平成 10 年）8 月 11 日、小渕恵三内閣総理大臣は、衆議院本会議の代表質問において歴史認識につ

いて問われ、本談話の基礎の上に立って外交を行っていく旨、答弁した。 

同年 10 月８日の金大中との「日韓共同宣言」（パートナーシップ宣言）では、「過去の一時期韓国国民に対し

植民地支配によりより多大の損害と苦痛を与えたという歴史的事実を謙虚に受け止め、これに対し、「痛切な反

省と心からのお詫び」を明記した。過去の問題に区切りをつけ、「未来志向」の関係発展を打ち出した。首脳間



交流の定期化や経済面での協力強化、文化交流の拡大などの行動計画もまとめた。 

同年 11 月 26 日、中華人民共和国の江沢民国家主席との日中首脳会談後に発表された日中共同声明には「双

方は過去を直視し歴史を正しく認識する事が日中関係を発展させる重要な基礎であると考える。日本側は 1972

年の日中共同声明及び 1995 年 8 月 15 日の内閣総理大臣談話を遵守し、過去の一時期の中国への侵略によって

中国国民に多大な災難と損害を与えた責任を痛感し、これに対し深い反省を表明した。中国側は日本側が歴史

の教訓に学び平和発展の道を堅持することを希望する。双方はこの基礎の上に長きにわたる友好関係を発展さ

せる。」との文言が盛り込まれ、村山談話を重視する姿勢を示した。 

 

森内閣 

2000 年（平成 12 年）11 月 22 日、森喜朗内閣総理大臣は、参議院予算委員会において「かつての戦争」に

ついての認識を問われ、「95 年の村山内閣総理大臣談話というもの、これが我が国の過去の問題についての政

府としての正式な見解でございます。これに基づいて、特に周辺近隣アジア諸国とはこの精神をしっかり受け

とめて、そして外交交渉を進めていくということが大事だと考えております。」と答弁した。 

 

小泉内閣 

2005 年（平成 17 年）8 月 15 日の戦後 60 周年の終戦記念日、小泉純一郎内閣総理大臣は、村山談話を踏襲

した『小泉談話』を発表して、再びアジア諸国に謝罪した。村山談話は特定の国名を明示していないのに対し

て小泉談話には「中国や韓国」という国名が盛り込まれた。 

 

第 1 次安倍内閣 

2006 年（平成 18 年）10 月 5 日、安倍首相は、衆議院予算委員会で、村山談話について「アジアの国々に対

して大変な被害を与え、傷を与えたことは厳然たる事実」であり、「村山談話の中で述べているように、恐らく

これは、韓国の方々あるいは中国の方々を初め、侵略をされた、あるいは植民地支配に遭ったと、それはまさ

に我が国がそのときの閣議決定した談話として国として示したとおりである」とし、これを 1993 年（平成 5

年）の河野談話とともに、「私の内閣で変更するものではない」と明言した。 

 

福田康夫内閣 

2008 年（平成 20 年）5 月 7 日、福田康夫内閣総理大臣は、中華人民共和国の胡錦濤国家主席の日本訪問を

受け、日中首脳会談に臨んだが、首脳会談後の共同声明では村山談話について一切言及しなかった。 

福田は自由民主党総裁選挙における総裁候補だった 2007 年（平成 19 年）9 月 19 日、日本外国特派員協会で

の記者会見にて「首相が言ったことだから正しいものと考える必要がある」と述べ、同じく候補者の麻生太郎

も「歴代内閣は皆、同じことを申し上げてきている」と発言している。 

 

麻生内閣 

2008 年（平成 20 年）10 月 2 日、麻生太郎内閣総理大臣は、衆議院本会議の代表質問において、村山首相談

話を受け継ぐのかどうか問われ、村山談話や小泉談話は「さきの大戦をめぐる政府としての認識を示すもので

あり、私の内閣においても引き継いでまいります。」と答弁した。なお、同年 11 月、政府見解と異なる認識を

示した論文を発表したとして航空幕僚長を更迭され、退職した田母神俊雄は、参考人として招致された参議院

外交防衛委員会の席で、「いわゆる村山談話なるものを公然と批判したことは全くありませんし、論文の中でも

全く触れておりません。」とした上で、「村山談話と異なる見解を表明したということで更迭をされた」との認

識を示した。 

 



鳩山由紀夫内閣 

2009 年（平成 21 年）9 月 21 日（日本時間 22 日）、アメリカ合衆国のニューヨークにおいて、中華人民共和

国の胡錦濤国家主席と会談した鳩山由紀夫内閣総理大臣は、「互いの違いを乗り越えられる外交をするのが友愛

の外交だ」とした上で、「村山富市首相談話を踏襲する」と表明した。 

 

菅内閣 

2010 年（平成 22 年）8 月 10 日、菅直人内閣総理大臣は韓国併合 100 年の節目に当たり、韓国に対して村山

談話を踏襲した内容の謝罪談話（菅談話）を発表。しかし中国、台湾、北朝鮮などからは、村山談話はアジア全

体に謝罪しているのに対し、菅談話は韓国に対してのみ謝罪している談話として批判を受けた。 

 

野田内閣 

2012 年（平成 24 年）8 月 15 日、野田佳彦内閣総理大臣は全国戦没者追悼式の式辞で歴代首相と同様に「先

の大戦では多くの国々、とりわけアジア諸国の人々に対し多大の損害と苦痛を与えました。深く反省し犠牲と

なられた方々とそのご遺族に慎んで哀悼の意を表します」と村山談話の言葉を述べた。 

 

第 2 次安倍内閣 

2013 年（平成 25 年）4 月 22 日、参議院予算委員会で安倍晋三内閣総理大臣は「安倍内閣として村山談話を

そのまま継承している訳ではない」と答弁した。同年 5 月 15 日、2014 年（平成 26 年）3 月 3 日の参議院予算

委員会では「安倍内閣として歴代内閣の立場を引き継いでいる。」「侵略や植民地支配を否定した事は一度もな

い」とも答弁している。 

2015 年（平成 27 年）1 月 5 日、安倍晋三内閣総理大臣は年頭記者会見で「村山談話を含め、歴史認識に関

する歴代内閣の立場を全体として引き継いでいます。そしてまた引き継いでまいります」と表明した。 

 

第 3 次安倍内閣 

2015 年 8 月 14 日、安倍晋三内閣総理大臣は戦後 70 年談話として、『侵略』『植民地支配』『痛切な反省』『心

からのお詫びの気持ち』の文言を村山談話とは異なる文脈や表現で盛り込んだ「安倍談話」を閣議決定し発表。 

第二次世界大戦について「深い悔悟の念」を表明し、戦後のアジア諸国への支援について触れる中において、

歴代内閣の立場を継承するという間接的な表現で、「心からのお詫びの気持ち」、「痛切な反省」の文言を盛り込

んだ。また、満州事変から第二次世界大戦への経緯について、「（日本は）進むべき針路を誤り、戦争への道を

進んだ」とした。そして、「事変、侵略、戦争。いかなる武力の威嚇や行使も（中略）二度と用いてはならない」、

「植民地支配から永久に訣別しなければならない」と一般論としての文脈の中で、「侵略」「植民地支配」の文

言を盛り込み、村山談話とは異なり、日本の行為を侵略として認めたくだりはなかった。 

記者会見でも、日本の行為が侵略に当たるかどうかは明言しなかった。また「あの戦争には何ら関わりのな

い、私たちの子や孫、そしてその先の世代の子どもたちに、謝罪を続ける宿命を背負わせてはなりません」と

いった独自の内容も盛り込まれた。 

安倍談話を受けて、2015 年 8 月 14 日から一時的に外務省ホームページの「歴史問題 Q&A」が削除され、同

年 9 月 18 日に改訂された「歴史問題 Q&A」が掲載された。改訂前のページに記載されていた「植民地支配」

「侵略」の文言が削除され、「戦争とは何ら関わりのない、将来の世代が、謝罪を続けねばならないような状況

を作ってはなりません。これは、今を生きる、現在の世代の責任であると考えています」と安倍談話の内容を

反映する文言が新たに追加された。 


